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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第43期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員数であり、出向受入者を含みます。なお、専任社員（期末在籍人員）及び契約社員、

嘱託社員、パートタイマー等（月間基準勤務時間152.5時間により換算した期末平均人員）を(  )外数で記

載しております。また、派遣社員は除いております。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 10,833,456 － － 

経常利益 （千円） － － 499,573 － － 

中間純利益 （千円） － － 245,449 － － 

純資産額 （千円） － － 7,639,471 － － 

総資産額 （千円） － － 11,337,946 － － 

１株当たり純資産額 （円） － － 727.66 － － 

１株当たり中間純利益金額 （円） － － 23.38 － － 

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 67.4 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 938 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △614,597 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △105,357 － － 

現金及び現金同等物の中間期末

残高 
（千円） － － 2,685,894 － － 

従業員数 

（外、臨時雇用者数等） 
(人) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

1,599 

(1,561) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は平成17年11月18日に、普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第42期の１株当たり当期純利益金額及び１株当たり配当額については、株式分割が前期首に行われた

ものとして算出しております。 

また、株式分割が前期首に行われたものとして算出した場合の第42期中の１株当たり純資産額は677.07円、

１株当たり中間純利益金額は36.35円、１株当たり配当金は8.75円となります。 

３．第43期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資損益及び中間

キャッシュ・フロー計算書に係る経営指標等については記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．従業員数は、就業人員数であり、出向受入者を含みます。なお、専任社員（期末在籍人員）及び契約社員、

嘱託社員、パートタイマー等（月間基準勤務時間152.5時間により換算した期末平均人員）を(  )外数で記

載しております。また、派遣社員は除いております。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 10,258,212 11,017,626 10,833,456 21,676,524 22,098,042 

経常利益 (千円) 772,420 663,983 575,974 1,346,426 1,532,003 

中間（当期）純利益 (千円) 169,735 381,597 321,851 576,443 872,216 

持分法を適用した場合の投資損

益 
(千円) △601 △450 － △487 91 

資本金 (千円) 1,292,192 1,292,192 1,292,192 1,292,192 1,292,192 

発行済株式総数 (千株) 5,250 5,250 10,500 5,250 10,500 

純資産額 (千円) 6,515,182 7,108,296 7,716,197 6,831,361 7,504,313 

総資産額 (千円) 9,799,542 10,299,919 11,059,398 10,047,927 11,025,588 

１株当たり純資産額 (円) 1,241.15 1,354.14 734.97 1,298.71 713.27 

１株当たり中間(当期)純利益金

額 
(円) 32.33 72.69 30.66 107.15 81.56 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) 17.50 17.50 10.00 35.00 18.75 

自己資本比率 (％) 66.5 69.0 69.8 68.0 68.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 144,588 1,083,361 － 539,692 2,289,356 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △424,419 △31,362 － △481,223 △716,842 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △104,674 △91,742 － △196,522 △183,729 

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高 
(千円) 1,769,675 2,976,383 － 2,016,126 3,404,910 

従業員数 

（外、臨時雇用者数等） 
(人) 

1,340 

(1,473) 

1,383 

(1,491) 

1,502 

(1,555) 

1,335 

(1,470) 

1,411 

(1,471) 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、ビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）、ソフトウェアソリ

ューション（ＳＳ）、システムインテグレーション（ＳＩ）の３つの分野において、独自のノウハウ・技術をベース

に商品・サービスを開発し、顧客視点に立って提供しております。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業（サービス）区分は、次のとおりであります。  

サービス区分 事業内容 

ビジネスプロセスアウトソーシ

ング（ＢＰＯ） 

 ＩＴを活用して、顧客の業務プロセスの改善・変革を支援し、業務を一括して受

託するサービス。 

具体的な内容及び特徴は以下のとおりであります。 

・データエントリー、事務処理、プリンティング、メーリング、電話応対等、顧客

業務を受託する上で必要な機能を自社で保有して、一貫したサービスを提供して

います。 

・大量の顧客情報を保有する保険会社、クレジットカード会社等の契約処理、口座

振替処理等を得意としています。 

 ・特定業種向けのサービスとして、製薬会社向けの臨床試験支援サービス、図書

館向けの図書館業務支援サービス等を提供しています。 

・その他、キャンペーンマネジメントサービス、請求・回収代行事務サービス、エ

ンドユーザー支援サービス等を提供しています。 

ソフトウェアソリューション

（ＳＳ） 

 オリジナリティのある自社商品と、それを補完する他社商品を組み合わせて、顧

客の課題解決を支援するサービス。 

具体的な内容及び特徴は以下のとおりであります。 

・顧客管理、マーケティングを支援するＣＲＭ（Customer Relationship 

Management）分野の商品に強みがあります。具体的には、全国住所マスター「Ａ

ＤＤＲＥＳＳ」等のデータベース商品や顧客情報の入力やメンテナンスを支援す

るソフトウェア「ＡＰシリーズ」等の自社商品と国内外のベンダーが提供するＣ

ＲＭ分野の商品を顧客ニーズに合わせて提供しています。 

・その他、人事・給与パッケージ「Ｄｒ．人事・給与Ｅｘｐｅｒｔ」の販売・導入

やＳＳＡグローバル社のＥＲＰ ＬＸ（ＢＰＣＳ）等の導入支援サービスを提供

しています。 

システムインテグレーション

（ＳＩ） 

 情報システムの調査分析・企画からシステム開発、インフラ構築、運用・保守ま

でを一貫して支援するサービス。 

 具体的な内容及び特徴は以下のとおりであります。 

・信販、銀行、保険などの金融業界を中心にサービスを提供しています。 

・ＣＲＭ分野の商品を活用した顧客管理システムの構築を得意としております。 

・サーバ・ネットワーク管理、ホスティング、ハウジング、データベース管理等、

トータルに運用サービスを提供しています。 

その他システム機器販売等 ・システム機器販売等 



  当社の親会社としてＴＩＳ株式会社（以下、「ＴＩＳ」）があり、当社と同じ情報サービス業を行っておりま

す。当社はＴＩＳに対してシステムインテグレーション（ＳＩ）の一部を委託するとともに、ＴＩＳからＳＩ及びソ

フトウェアソリューション（ＳＳ）の一部を受託しております。 

 平成18年９月にＩＴ関連業務を中心とした技術者派遣事業を行うオープンテクノ株式会社（以下、「オープンテク

ノ」）が当社の100％子会社になり、当社はオープンテクノにＳＩの一部を委託しております。 

 また関連会社では、医薬品開発支援サービスを提供しているクロノバ株式会社（以下、「クロノバ」）からビジネ

スプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）の一部を受託しており、ＡＳＰサービスを提供している株式会社イーラボか

らＳＳの一部を受託しております。 

 以上の事項を系統図によって示すと次のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

  （注）１．ＳＩはシステムインテグレーションの略であります。 

 ２．新たに持分法を適用した関連会社が３社ありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であります。なお、専任社員（９月末在籍人員）268名及び契約社員、嘱託社員、パー

トタイマー等（月間基準勤務時間152.5時間により換算した上半期末平均人員）1,293名を(  )外数で記載して

おります。また、派遣社員は除いております。 

(2)提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であります。なお、専任社員（９月末在籍人員）268名及び契約社員、嘱託社員、パー

トタイマー等（月間基準勤務時間152.5時間により換算した上半期末平均人員）1,287名を(  )外数で記載して

おります。また、派遣社員は除いております。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合は一部の事業所で結成されておりますが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

オープンテクノ㈱ 東京都新宿区 50,000 

ＩＴ関連業務を中心

とした常駐請負サー

ビスと技術者派遣 

100.00 

提出会社がＳＩ業務の

一部を委託している。 

 役員の兼任等・・・無 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 全 社 （ 共 通 ） 1,599 (1,561) 

合  計 1,599 (1,561) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,502 (1,555) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

     当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

(1）業績 

（当中間連結会計期間の概況） 

 当中間連結会計期間における国内経済は、米国の景気減速や在庫調整などに対する懸念はあるものの、企業の収

益力回復による旺盛な設備投資と堅調な個人消費に支えられ、安定的な成長が続いています。 

 当社の属する情報サービス業界に関しては、金融業界を中心に情報システム投資が拡大する中、ＳＥ技術者等の

要員不足感が一段と厳しさを増し、個別企業にとって人材獲得力の強化が益々重要な経営課題になってまいりまし

た。 

  当社は、本年４月より３ヵ年の中期経営計画「Change X」をスタートさせ、新しい成長モデルへのシフトに取り

組んでおります。平成18年９月１日には念願であった東証一部に上場するとともに、最重要課題である人材確保を

図るため、９月11日にIT関連業務を中心とした技術者派遣事業を行うオープンテクノ株式会社の株式を100％取得

し、子会社化いたしました。 

  当中間連結会計期間においては、保険会社、クレジット・カード会社、製薬会社の業務運用やＣＲＭ分野の商品

並びにシステム開発等の受注が好調に推移しましたが、前期からの特定大口顧客との契約見直しの影響が残り、売

上の減少要因となりました。また、人材確保に注力したことにより、採用費や教育期間中の人件費が嵩み、販売費

及び一般管理費が増加しました。また、当中間連結会計期間より連結決算に移行したことに伴い、クロノバ株式会

社と株式会社イーラボの損益を持分法による投資損失として営業外費用に計上しております。 

  以上の結果、売上高は108億33百万円、経常利益は４億99百万円、中間純利益は２億45百万円となりました。 

（サービス別営業概況） 

 ビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）は、大型のキャンペーンマネジメント業務等の受注が低調であっ

たものの、保険会社、クレジット・カード会社等との取引が拡大するとともに、臨床試験支援業務においてもITの

優位性を活かして受注が大幅に増加したことなどにより、63億48百万円の売上となりました。 

 ソフトウェアソリューション（ＳＳ）は、保険会社等に向けてＣＲＭ系商品のセット販売を推進し好調に推移し

たことに加え、システム開発テストにおける個人情報保護をサポートする新商品「個人情報秘匿システム」のヒッ

トにも恵まれましたが、一方でＥＲＰの受注環境は引き続き厳しく、新規案件の獲得が伸び悩んだ結果、９億61百

万円の売上となりました。 

 システムインテグレーション（ＳＩ）は、金融機関を中心としたIT投資意欲の高まりを受け、保険、銀行等から

の受注が順調に増加したものの、特定大口顧客との契約見直しによる売上減少が影響し、34億91百万円の売上とな

りました。 

 その他システム機器販売等は、システム開発に付随する情報機器の販売と保険代理店収入で、31百万円の売上と

なりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の中間期末残高は26億85百万円とな

りました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果資金は、１百万円未満の微増となりました。 

 これは主に、法人税等の支払額が５億31百万円あったものの、税金等調整前中間純利益が４億88百万円計上され

たことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は、６億14百万円となりました。 

 これは主に、子会社株式の取得による支出が２億64百万円、固定資産の取得による支出が２億７百万円あったこ

とによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は、１億５百万円となりました。 

 これは、配当金の支払額が１億５百万円あったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

     当中間連結会計期間は、連結初年度になりますので、前年同期比は記載しておりません。 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

サービス 金額（千円） 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,370,892 

ソフトウェアソリューション 987,547 

システムインテグレーション 3,564,521 

合計 10,922,961 

サービス 受注高（千円） 受注残高（千円） 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,550,353 6,429,720

ソフトウェアソリューション 1,004,272 1,051,163

システムインテグレーション 3,745,049 2,591,813

その他システム機器販売等 31,105 －

合計 11,330,780 10,072,696

サービス 金額（千円） 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,348,722 

ソフトウェアソリューション 961,701 

システムインテグレーション 3,491,927 

その他システム機器販売等 31,105 

合計 10,833,456 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、急激な変化を続けている社会環境の中で、新たなビジネスニーズを見据え、新製品・新サービス

の研究開発及び新市場を開拓するための調査を行っております。当中間連結会計期間に推進した研究開発テーマは、

ソフトウェアソリューション及びシステムインテグレーションに係るもので、研究開発費の総額は14,637千円であり

ます。 

 主な研究開発の概要は次のとおりであります。 

 (1) 住所製品機能ＵＰに関する研究開発について 

 自社の住所製品について、地図システムとの連動を図る機能を強化し、付加価値を高めるため、現状の他社製品 

や地図情報などの解析・調査を実施いたしました。 

 (2) 人事給与パッケージ機能拡張に関する研究開発について 

 自社パッケージの機能拡張として、日本版ＳＯＸ法で求められる機能に関する調査研究、ログインパスワード暗 

号化機能に関する調査研究を実施いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月７日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,500,000 10,500,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 10,500,000 10,500,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年４月１日 

 ～平成18年９月30日 
－ 10,500,000 － 1,292,192 － 1,493,807 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    907千株 

日興シティ信託銀行株式会社          372千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  191千株 

２．平成17年10月13日付でスパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から提出された大量保有報告書に

より、平成17年９月30日現在、294千株（5.60％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。  

大量保有者      スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社 

住   所      東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大崎 

所有株式数                588,400株（株式分割後） 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合    5.60％ 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸1-14-5 5,254 50.04 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 907 8.64 

アグレックス社員持株会 東京都新宿区北新宿1-5-2 448 4.27 

バンクオブニューヨークヨーロ

ッパリミテッドルクセンブルグ

131800 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 389 3.71 

日興シティ信託銀行株式会社  東京都品川区東品川2-3-14 372 3.55 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 191 1.81 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー505019 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 155 1.48 

 ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドンエスエルオ

ムニバスアカウント 

 (常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 130 1.24 

羽鳥 宏 神奈川県足柄下郡湯河原町 123 1.17 

第一生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社) 

東京都中央区晴海1-8-12 100 0.95 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 100 0.95 

計 － 8,173 77.85 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

（注）全て当社保有の自己株式であります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所の公表のものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

 （注）取締役 田中幸平は、平成18年９月11日より、当社の連結子会社であるオープンテクノ株式会社の顧問を兼務して

おります。また、平成18年12月に開催を予定しているオープンテクノ株式会社の定時株主総会及び取締役会を経

て、当該会社の代表取締役副社長へ就任予定であります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,300  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,498,300 104,983 － 

単元未満株式 普通株式    400  － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 10,500,000 － － 

総株主の議決権 － 104,983 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アグレックス 
東京都新宿区北新宿 

1-5-2 佐藤ビル 
1,300 －  1,300 0.01 

計 － 1,300 －  1,300 0.01 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,886 1,834 1,844 1,849 1,985 1,905 

最低（円） 1,765 1,750 1,710 1,801 1,813 1,751 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 
ＢＰＯ事業部門シ

ステム統括担当  
取締役  ＳＤＳ事業部長  真田 健実  平成18年９月11日

 取締役   取締役  
ＢＰＯ事業部門シ

ステム統括担当  
田中 幸平  平成18年９月11日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第42期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、第43期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第42期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに第43期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  876,429

２．受取手形及び売掛金 ※２ 3,312,098

３．有価証券  2,109,905

４．たな卸資産  375,152

５．繰延税金資産  541,050

６．その他  286,410

７．貸倒引当金  △4,424

流動資産合計  7,496,622 66.1

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※１ 

(1）建物及び構築物  334,539

(2）土地  205,976

(3）その他  449,323 989,839

２．無形固定資産  

(1）ソフトウェア  247,215

(2）のれん  387,039

(3）その他  26,169 660,424

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  1,164,667

(2）敷金及び保証金  870,768

(3）繰延税金資産  122,045

(4）その他  33,975

(5) 貸倒引当金  △397 2,191,059

固定資産合計  3,841,323 33.9

資産合計  11,337,946 100.0

   
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  408,429

２．短期借入金  180,000

３．未払費用  886,409

４．未払法人税等  319,470

５．未払消費税等  116,237

６．賞与引当金  1,052,223

７．役員賞与引当金  3,300

８．その他  393,636

流動負債合計  3,359,706 29.6

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当金  133,683

２．役員退職慰労引当金  125,464

３．長期未払金  79,620

固定負債合計  338,767 3.0

負債合計  3,698,474 32.6

   

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  1,292,192 11.4

２．資本剰余金  1,493,807 13.2

３．利益剰余金  4,841,191 42.7

４．自己株式  △431 △0.0

株主資本合計  7,626,759 67.3

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差
額金 

 12,712 0.1

評価・換算差額等合計  12,712 0.1

純資産合計  7,639,471 67.4

負債純資産合計  11,337,946 100.0

   



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  10,833,456 100.0

Ⅱ 売上原価  8,877,032 81.9

売上総利益  1,956,423 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,391,842 12.9

営業利益  564,581 5.2

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  7,468

２．その他  8,725 16,194 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．持分法による投資損失  76,401

２．その他 ※２ 4,800 81,202 0.7

経常利益  499,573 4.6

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産除却損  10,676 10,676 0.1

税金等調整前中間純利
益 

 488,896 4.5

法人税、住民税及び事
業税 

 261,000

法人税等調整額  △17,553 243,446 2.2

中間純利益  245,449 2.3

   



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月１日 残高 
（千円） 

1,292,192 1,493,807 4,717,052 △431 7,502,620

中間連結会計期間中の変動額     

利益処分による利益配当 － － △104,986 － △104,986

利益処分による役員賞与 － － △16,000 － △16,000

持分法適用会社の増加に伴う減少
高 

－ － △324 － △324

中間純利益 － － 245,449 － 245,449

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 124,138 － 124,138

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,292,192 1,493,807 4,841,191 △431 7,626,759

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年４月１日 残高 
（千円） 

1,693 1,693 7,504,313

中間連結会計期間中の変動額   

利益処分による利益配当 － － △104,986

利益処分による役員賞与 － － △16,000

持分法適用会社の増加に伴う減少
高 

－ － △324

中間純利益 － － 245,449

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

11,018 11,018 11,018

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

11,018 11,018 135,157

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

12,712 12,712 7,639,471



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間純利益   488,896 

減価償却費   139,134 

長期前払費用償却額   4,360 

賞与引当金の増加額   28,569 

退職給付引当金の増加額   35,336 

役員退職慰労引当金増加額   16,554 

受取利息及び受取配当金   △7,534 

支払利息   386 

持分法による投資損失   76,401 

固定資産除却損   10,676 

投資事業組合損失   4,414 

売上債権の減少額   19,116 

たな卸資産の増加額   △94,663 

その他流動資産の増加額   △79,029 

長期前払費用の増加額   △597 

仕入債務の減少額   △45,248 

未払費用の減少額   △113,736 

未払消費税等の減少額   △27,165 

その他流動負債の増加額   85,038 

役員賞与の支払額   △16,000 

小計   524,908 

利息及び配当金の受取額   7,524 

利息の支払額   △386 

法人税等の支払額   △531,108 

営業活動によるキャッシュ・フロー   938 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △183,028 

無形固定資産の取得による支出   △24,696 

投資有価証券の取得による支出   △118,937 

投資有価証券の売却による収入   44,180 

連結の範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による収入及び支出 

  △264,770 

その他の投資取得等による支出   △97,453 

その他の投資売却等による収入   30,110 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △614,597 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入   180,000 

短期借入金の返済による支出   △180,000 

配当金の支払額   △105,357 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △105,357 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △719,015 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   3,404,910 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  ※１  2,685,894 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項  （1）連結子会社の数 

    １社 

  （2）連結子会社の名称 

    オープンテクノ㈱ 

 オープンテクノ㈱は、平成18年９月11日の株

式取得に伴い、当中間連結会計期間末より連結

の範囲に含めております。 

  なお、非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項  （1）持分法を適用した関連会社の数 

   ５社 

  （2）持分法適用の関連会社の名称 

   クロノバ㈱ 

   ㈱イーラボ 他３社 

 なお、持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社はありません。 

（3）持分法適用会社のうち、中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社については、各社

の中間会計期間に係る中間財務諸表を使用

しております。ただし、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に

関する事項 

 連結子会社オープンテクノ㈱の中間決算日

は、３月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間

連結決算日（９月30日）現在で実施した仮決算

に基づく中間財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項  (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

    時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

      時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しており

ます。 

  ただし、投資事業有限責任組合出資金は

個別法によっており、組合決算の損益を営

業外収益又は営業外費用として計上する方

法を採用しております。 

②たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法を採用しております。 

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

      建物     ３～27年 

      構築物    10～20年 

      器具及び備品 ３～20年 

 ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売数量に基づく償

却額と見込有効期間（３年）に基づく均等

配分額とを比較し、いずれか大きい額を償

却する方法を採用しております。 

 （3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

②賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年

度における支給見込額を計上しておりま

す。 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、中間連

結会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

⑤役員退職慰労引当金 

 当社は、役員の退職慰労金支給に備える

ため、内規に基づく中間連結期間末要支給

額を計上しております。 

 （4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  （5）その他中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 ①法人税及び住民税並びに事業税の計上基準 

 法人税及び住民税並びに事業税は中間連

結会計期間を一事業年度とみなして算定し

た課税所得に対する税額を計上しておりま

す。なお、税額算定に当たり、当事業年度

の利益処分における取崩を予定しているプ

ログラム等準備金及び特別償却準備金を課

税所得に反映させております。 

 ②消費税等の会計処理 

 消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  849,312 千円

 ※２ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間期末日満期手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

 受取手形  1,287千円

 ３ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、925千円の債務保証を行っております。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は以下のとおりでありま

す。 

 給料賞与手当  451,200千円

 賞与引当金繰入額  152,094千円

 福利厚生費 74,944千円

 地代家賃  140,528千円

 採用費  114,037千円

 ※２ 営業外費用のその他のうち主要なもの 

 支払利息  386千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 10,500,000 － － 10,500,000 

合計 10,500,000 － － 10,500,000 

自己株式     

普通株式 1,360 － － 1,360 

合計 1,360 － － 1,360 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 104,986 10.0 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 104,986 利益剰余金 10.0 平成18年９月30日 平成18年12月７日

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年9月30日現在） 

現金及び預金勘定 876,429 千円

マネー・マネージメント・ファンド 1,809,465 千円

現金及び現金同等物 2,685,894 千円



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 333,567 223,749 109,818 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額  

１年内       55,789千円

１年超       56,282千円

合計       112,071千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減

損損失 

  千円

支払リース料 48,325

減価償却費相当額 46,035

支払利息相当額 1,271

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

（１）株式 4,310 10,924 6,614 

（２）債券       

社債 700,000 696,980 △3,020 

合計 704,310 707,904 3,594 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 48,147 

投資事業有限責任組合出資金 252,260 

マネー・マネージメント・ファンド 1,809,465 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社グループは、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事

業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を

記載しておりません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間における海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を

省略しております。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 727.66 円

１株当たり中間純利益

金額 
23.38 円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

中間純利益（千円） 245,449 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
－ 

普通株式に係る中間純利

益（千円） 
245,449 

期中平均株式数（株） 10,498,640 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   968,238   634,868 1,196,578   

２．受取手形 ※２ 4,313   30,465 49,407   

３．売掛金   3,114,746   3,090,686 3,036,835   

４．有価証券   2,008,144   2,109,905 2,208,332   

５．たな卸資産   363,412   375,104 280,441   

６．繰延税金資産   513,034   538,050 543,926   

７．その他   256,684   281,494 202,075   

８．貸倒引当金   △3,298   △3,224 △3,187   

流動資産合計     7,225,275 70.1 7,057,349 63.8   7,514,409 68.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   334,556   331,158 314,806   

(2) 土地   205,976   205,976 205,976   

(3) その他   368,077   451,312 387,605   

計     908,611 8.8 988,447 8.9   908,387 8.2 

２．無形固定資産     245,777 2.4 273,090 2.5   236,280 2.1 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   1,017,774   707,872 984,062   

(2) 関係会社株式   －   1,039,853 469,121   

(3) 敷金及び保証
金 

  802,442   862,362 790,933   

(4) 保険積立金   32,738   24,855 28,941   

(5) 繰延税金資産   56,888   96,945 80,066   

(6) その他   10,410   9,019 13,789   

(7)  貸倒引当金   －   △397 △404   

計     1,920,254 18.7 2,740,511 24.8   2,366,510 21.5 

固定資産合計     3,074,643 29.9 4,002,048 36.2   3,511,179 31.8 

資産合計     10,299,919 100.0 11,059,398 100.0   11,025,588 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   448,345   346,772 392,021   

２．未払費用   753,724   886,409 1,000,145   

３．未払法人税等   355,208   302,243 574,616   

４．未払消費税等   103,618   109,553 136,907   

５．賞与引当金   1,001,880   1,051,000 1,022,431   

６．その他   312,417   368,259 168,080   

流動負債合計     2,975,194 28.9 3,064,237 27.7   3,294,201 29.9 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   62,964   130,062 94,726   

２．役員退職慰労引当
金 

  103,376   125,464 108,910   

３．長期未払金   50,087   23,436 23,436   

固定負債合計     216,428 2.1 278,963 2.5   227,073 2.0 

負債合計     3,191,623 31.0 3,343,201 30.2   3,521,274 31.9 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

  １．資本金     － － 1,292,192 11.7   － － 

 ２．資本剰余金           

   資本準備金   －   1,493,807 －   

資本剰余金合計     － － 1,493,807 13.5   － － 

 ３．利益剰余金            

 (1) 利益準備金   －   71,450 －   

  (2) その他利益剰余
金 

            

プログラム等準
備金 

  －   54,927 －   

   特別償却準備金   －   4,946 －   

   別途積立金   －   3,420,000 －   

   繰越利益剰余金   －   1,366,593 －   

利益剰余金合計     － － 4,917,917 44.5   － － 

 ４．自己株式     － － △431 △0.0   － － 

株主資本合計     － － 7,703,485 69.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                   

その他有価証券評価
差額金 

    － － 12,712 0.1   － － 

  評価・換算差額合計     － － 12,712 0.1   － － 

純資産合計     － － 7,716,197 69.8   － － 

負債純資産合計     － － 11,059,398 100.0   － － 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,292,192 12.6 － －   1,292,192 11.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,493,807   － 1,493,807   

資本剰余金合計     1,493,807 14.5 － －   1,493,807 13.6 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   71,450   － 71,450   

２．任意積立金   2,805,597   － 2,805,597   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,441,249   － 1,840,005   

利益剰余金合計     4,318,296 41.9 － －   4,717,052 42.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    4,431 0.0 － －   1,693 0.0 

Ⅴ 自己株式     △431 △0.0 － －   △431 △0.0 

資本合計     7,108,296 69.0 － －   7,504,313 68.1 

負債資本合計     10,299,919 100.0 － －   11,025,588 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     11,017,626 100.0 10,833,456 100.0   22,098,042 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,132,876 82.9 8,877,032 81.9   18,044,697 81.7 

売上総利益     1,884,750 17.1 1,956,423 18.1   4,053,345 18.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,227,573 11.1 1,391,842 12.9   2,513,120 11.4 

営業利益     657,176 6.0 564,581 5.2   1,540,224 7.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１   13,837 0.1 16,194 0.1   22,588 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,030 0.1 4,800 0.0   30,810 0.1 

経常利益     663,983 6.0 575,974 5.3   1,532,003 6.9 

Ⅵ 特別損失 ※３   9,544 0.1 10,676 0.1   24,047 0.1 

税引前中間(当期)
純利益 

    654,439 5.9 565,297 5.2   1,507,955 6.8 

法人税、住民税及
び事業税 

  318,000   261,000 735,000   

法人税等調整額   △45,158 272,841 2.4 △17,553 243,446 2.2 △99,261 635,738 2.9 

中間(当期)純利益     381,597 3.5 321,851 3.0   872,216 3.9 

前期繰越利益     1,059,651 －   1,059,651 

中間配当額     － －   91,863 

中間(当期)未処分
利益 

    1,441,249 －   1,840,005 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

プログラ
ム等準備
金 

特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,292,192 1,493,807 1,493,807 71,450 77,177 8,419 2,720,000 1,840,005 4,717,052 

中間会計期間中の変動額          

利益処分による別途積立金の積立 － － － － － － 700,000 △700,000 － 

利益処分によるプログラム等準備

金の取崩高 
－ － － － △22,249 － － 22,249 － 

利益処分による特別償却準備金の

取崩高 
－ － － － － △3,473 － 3,473 － 

利益処分による利益配当 － － － － － － － △104,986 △104,986 

利益処分による役員賞与 － － － － － － － △16,000 △16,000 

中間純利益 － － － － － － － 321,851 321,851 

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － △22,249 △3,473 700,000 △473,412 200,864 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,292,192 1,493,807 1,493,807 71,450 54,927 4,946 3,420,000 1,366,593 4,917,917 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本
合計 

その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
△431 7,502,620 1,693 1,693 7,504,313 

中間会計期間中の変動額      

利益処分による別途積立金の積

立 
－ － － － － 

利益処分によるプログラム等準備

金の取崩高 
－ － － － － 

利益処分による特別償却準備金の

取崩高 
－ － － － － 

利益処分による利益配当 － △104,986 － － △104,986 

利益処分による役員賞与 － △16,000 － － △16,000 

中間純利益 － 321,851 － － 321,851 

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額） 
－ － 11,018 11,018 11,018 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ 200,864 11,018 11,018 211,883 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
△431 7,703,485 12,712 12,712 7,716,197 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 （注）前事業年度まではキャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたが、当中間会計期間より中間連結キャッシュ・

フロー計算書を作成しているため、中間キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注 記 
番 号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前中間(当期)純利益   654,439 1,507,955 

減価償却費   119,684 263,989 

長期前払費用償却額   4,211 8,362 

賞与引当金の増加額   24,536 45,087 

退職給付引当金の増加額   35,115 66,876 

役員退職慰労引当金の増加額   5,889 11,423 

貸倒引当金の減少額   △20,168 △19,874 

受取利息及び受取配当金   △5,088 △9,797 

支払利息   367 890 

有形固定資産除却損   8,539 23,042 

無形固定資産除却損   1,005 1,005 

投資有価証券評価損益   △2,750 815 

投資事業組合損益   5,014 18,049 

売上債権の減少額   974,854 959,080 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △15,814 67,156 

その他流動資産の増加額   △141,238 △86,492 

長期前払費用の増加額   △2,346 △8,940 

仕入債務の減少額   △491,074 △547,398 

未払費用の増加額（△減少額）   △28,944 217,476 

未払消費税等の減少額   △48,664 △15,184 

その他流動負債の増加額   8,745 8,826 

長期未払金の減少額   － △26,651 

役員賞与の支払額   △14,000 △14,000 

小計   1,072,312 2,471,697 

利息及び配当金の受取額   8,573 13,282 

利息の支払額   △367 △890 

法人税等の還付による収入   14,278 14,278 

法人税等の支払額   △11,435 △209,012 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,083,361 2,289,356 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △190,604 △375,322 

無形固定資産の取得による支出   △31,937 △92,083 

投資有価証券の取得による支出   △305,348 △772,301 

投資有価証券の償還による収入   500,000 512,031 

その他の投資取得等による支出   △26,606 △48,853 

その他の投資売却等による収入   23,134 59,686 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △31,362 △716,842 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入れによる収入   180,000 360,000 

短期借入金の返済による支出   △180,000 △360,000 

配当金の支払額   △91,742 △183,729 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △91,742 △183,729 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   960,256 1,388,783 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,016,126 2,016,126 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 2,976,383 3,404,910 

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

    同左 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

    同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  （会計方針の変更） 

その他有価証券の時価の

あるものについて、従来、

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

部分資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ましたが、市場価格の変動

による損益を損益計算書に

影響させることなく、その

他有価証券の評価差額をす

べて資本の部に計上する原

則的な方法にすることによ

り、期間損益をより適正に

反映するため、当中間会計

期間より中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に変

更いたしました。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

  

  （会計方針の変更） 

その他有価証券の時価の

あるものについて、従来、

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は部分

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）によっておりまし

たが、市場価格の変動によ

る損益を損益計算書に影響

させることなく、その他有

価証券の評価差額をすべて

資本の部に計上する原則的

な方法にすることにより、

期間損益をより適正に反映

するため、当期より決算日

の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）に変更いたしました。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 ただし、投資事業有限責

任組合出資金は個別法によ

っており、組合決算の損益

を営業外収益又は営業外費

用として計上する方法を採

用しております。 

 時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

  (2) たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採用

しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

    同左 

  

貯蔵品 

    同左 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

    同左 

  

貯蔵品 

    同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     ３～27年 

構築物    10～20年 

器具及び備品 ３～20年 

(1) 有形固定資産 

    同左 

(1) 有形固定資産 

    同左 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売数

量に基づく償却額と見込有効期

間（３年）に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい額

を償却する方法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

    同左 

(2) 無形固定資産 

    同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

        同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

    同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

    同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、期末要支給額を計上してお

ります。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

    同左     同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

───── 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 法人税及び住民税並びに事業

税の計上基準 

 法人税及び住民税並びに事業

税は中間会計期間を一事業年度

とみなして算定した課税所得に

対する税額を計上しておりま

す。なお、税額算定に当たり、

当事業年度の利益処分における

取崩を予定しているプログラム

等準備金及び特別償却準備金を

課税所得に反映させておりま

す。 

(1) 法人税及び住民税並びに事業

税の計上基準 

     同左 

(1)   ───── 

  (2) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、仮受消費税等及び仮払

消費税等は相殺の上、流動負債

の「未払消費税等」として表示

しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。  

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は7,716,197千円です。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

──────  

      

──────  （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

──────  



表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合出資金は、前中間会計期間末に

おいては投資その他の資産の「その他」として表示して

おりましたが、平成16年12月１日施行の改正証券取引法

の規定により、当中間会計期間より「投資有価証券」に

含めて表示しております。 

  

  当該金額は以下のとおりであります。 

    前中間会計期間末      275,242千円   

    当中間会計期間末      264,334千円 

（貸借対照表） 

 前中間会計期間まで投資その他の資産の「投資有価証

券」に含めて表示しておりました「関係会社株式」は、

資産総額の100分の５を超えたため、当中間会計期間か

ら区分掲記することとしました。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は

2,511千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  680,278千円   842,450千円   760,159千円

※２    ───── ※２ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

※２    ───── 

  受取手形 1,287千円  

３ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、1,440

千円の債務保証を行っておりま

す。 

３ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、925千

円の債務保証を行っておりま

す。 

３ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、1,134

千円の債務保証を行っておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息     163千円 受取利息 7,468千円 受取利息    416千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      367千円 支払利息 386千円 支払利息  890千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損    9,544千円 固定資産除却損 10,676千円 固定資産除却損 24,047千円

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産   83,476千円

無形固定資産   36,207千円

有形固定資産 99,211千円

無形固定資産 39,922千円

有形固定資産 189,823千円

無形固定資産 74,166千円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 1,360 － － 1,360 

合計 1,360 － － 1,360 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在） 

現金及び預金勘定    968,238千円

マネー・マネージメント・ファンド  2,008,144千円

現金及び現金同等物  2,976,383千円

現金及び預金勘定 1,196,578千円

マネー・マネージメント・ファンド 1,808,328千円

キャッシュ・リザーブ・ファンド 400,003千円

現金及び現金同等物 3,404,910千円

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

471,669 301,437 170,231 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

330,600 222,100 108,499 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

497,715 342,024 155,690 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額  

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 未

経過リース料期末残高相当額  

１年内        96,024千円

１年超        78,818千円

合計       174,842千円

１年内       55,289千円

１年超        55,435千円

合計       110,725千円

１年内        84,752千円

１年超        74,422千円

合計       159,174千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

  千円

支払リース料 55,458

減価償却費相当額 52,679

支払利息相当額 2,131

  千円

支払リース料 48,325

減価償却費相当額 46,035

支払利息相当額 1,271

  千円

支払リース料 109,697

減価償却費相当額 104,309

支払利息相当額 3,695

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、有価証券関係注記事項（子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものは除く。）は、中間連結財務諸表の注記事項として記載しております。 

 なお、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（１）株式 3,608 8,061 4,452 

（２）債券       

社債 700,000 700,720 720 

合計 703,608 708,781 5,172 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 42,147 

投資事業有限責任組合出資金 264,334 

マネー・マネージメント・ファンド 2,008,144 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

（１）株式 3,952 10,161 6,209 

（２）債券       

    社債 700,000 695,440 △4,560 

合計 703,952 705,601 1,649 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 37,147 

投資事業有限責任組合出資金 241,314 

マネー・マネージメント・ファンド 2,208,332 



（デリバティブ取引関係） 

（注）当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、デリバティブ取引関係注記事項は、中間連結財

務諸表の注記事項として記載しております。 

（持分法損益等） 

（注）当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間の持分法損益等注記事項は、記

載しておりません。 

（１株当たり情報） 

（注）１． １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２． 平成17年11月18日に1：2の株式分割を実施しましたが、上記に記載した前事業年度の１株当たり当期純利益

金額及び期中平均株式数は、株式分割が前期首に行われたものとして算出しております。なお、前期首に株

式分割が行われたものと仮定した場合の前中間会計期間の１株当たり情報は以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

同左 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額（千円） 2,511 469,121 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 1,645 468,796 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,354.14円

１株当たり中間純利益

金額 
    72.69円

１株当たり純資産額 734.97円

１株当たり中間純利益

金額 
30.66円

１株当たり純資産額 713.27円

１株当たり当期純利益

金額 
81.56円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（千円） 
381,597 321,851 872,216 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
－ － 16,000 

（うち利益処分による役

員賞与金） 
      (－)       (－) (16,000) 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
381,597 321,851 856,216 

期中平均株式数（株） 5,249,320 10,498,640 10,498,640 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額（円） 677.07 

１株当たり中間純利益金額（円） 36.35 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 [株式分割に係る注記] 

 当社は平成17年９月６日開催の取

締役会決議に基づき、次の通り株式

分割による新株式を発行する予定で

あります。 

１．分割により増加する株式数 

 普通株式  5,250,000株 

２．分割の方法 

 平成17年11月18日付をもっ

て、平成17年９月30日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載

された株主の所有株式数を、普

通株式１株につき２株の割合を

もって分割します。 

２．配当起算日 

平成17年10月１日 

なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の１株あ

たり情報については以下のとおり

であります。 

  

 前中間会計

期間 

 当中間会

計計期間 
前事業年度 

 １株当たり

中間配当金 

8.75円 

 １株当たり

中間配当金 

8.75円 

 １株当たり

年間配当金 

17.50円 

 １株当たり

中間純利益

金額 

16.16円 

 １株当たり

中間純利益

金額 

36.35円 

 １株当たり

当期純利益

金額 

53.57円 

 １株当たり

中間純資産

額 

620.57円 

 １株当たり

中間純資産

額 

677.07円 

 １株当たり

当期純資産

額 

649.36円 

 ────── ────── 



(2）【その他】 

 平成18年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当金に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………104,986千円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月７日 

(注)平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第42期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月22日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１日

株 式 会 社 ア グ レ ッ ク ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アグレック

スの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アグレックス及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 橋 久仁子 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１日

株 式 会 社 ア グ レ ッ ク ス 

取  締  役  会   御  中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アグレック

スの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アグレックスの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 﨑 谷 孝 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 下 隆 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 橋 久仁子 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１日

株 式 会 社 ア グ レ ッ ク ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アグレック

スの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アグレックスの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 橋 久仁子 
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